
不利益処分の処分基準 

 

処 分 の 内 容 不正受給者からの費用徴収 

根拠法令及び条項 生活保護法第７８条 

所 管 部 課 係 名 総合福祉部生活支援課生活保護係 

処

分

基

準 

関 係 条 項 

 

基 準 

 

（未設 定の場 

 

合はその理由） 

【基準】 

 法第７８条の規定による。 

第七十八条 不実の申請その他不正な手段により保護を受

け、又は他人をして受けさせた者があるときは、保護費を

支弁した都道府県又は市町村の長は、その費用の額の全部

又は一部を、その者から徴収するほか、その徴収する額に

百分の四十を乗じて得た額以下の金額を徴収することが

できる。 

２ 偽りその他不正の行為によつて医療、介護又は助産若し

くは施術の給付に要する費用の支払を受けた指定医療機

関、指定介護機関又は指定助産機関若しくは指定施術機関

があるときは、当該費用を支弁した都道府県又は市町村の

長は、その支弁した額のうち返還させるべき額をその指定

医療機関、指定介護機関又は指定助産機関若しくは指定施

術機関から徴収するほか、その返還させるべき額に百分の

四十を乗じて得た額以下の金額を徴収することができる。 

３ 偽りその他不正な手段により就労自立給付金若しくは

進学準備給付金の支給を受け、又は他人をして受けさせた

者があるときは、就労自立給付金費又は進学準備給付金費

を支弁した都道府県又は市町村の長は、その費用の額の全

部又は一部を、その者から徴収するほか、その徴収する額

に百分の四十を乗じて得た額以下の金額を徴収すること

ができる。 

４ 前条第二項の規定は、前三項の規定による徴収金につい

て準用する。 

参 考 事 項  

設 定 等 年 月 日 令和４年１月１日設定（令和 年 月 日最終変更） 

 

 


